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Fig.1 脱水中の排水量と体積ひずみの変化

 日本のように多雨多湿な国では，地盤表層は飽和

度の高い不飽和状態であることが多く，降雨時など

斜面の崩壊機構の一つに不飽和土の問題が挙げられ

ている．一方で，不飽和土の破壊規準としては，比

較的，高拘束圧領域では，三軸試験結果により飽和

土の破壊線に対して平行になること 1) 2)が指摘され

ているが，現実に問題となるような三主応力状態下

での破壊規準が明らかになっているとは言い難い．

そこで，本研究の目的は，三軸試験機では再現でき

ない三主応力状態下で，不飽和粘性土に対して排

気・排水中空ねじりせん断試験を行い，引張応力状

態（σ3＝0）がせん断破壊に及ぼす影響を実験的に

考察することである． 
 
２．試験の概要 
 

試料 用いた試料は，新潟県柏崎市米山付近より

採取した粘性土（米山粘性土，粘土分含有量=23.5%，

IP=22.5）である．使用する供試体は，液性限界の 2
倍程度の含水比に調整したスラリーより真空で脱気

し，約 45kPa で一次元圧密を行い，高さ 16cm，内

径 5cm，外径 8cm の中空円筒状に成形したもので

ある． 
試験機 試験には，中空ねじりせん断試験装置を

用いた．中空円筒型供試体には内圧，外圧，軸力，

トルクを載荷することにより，複雑な条件での応力

状態を再現することができる．体積変化は二重セル

を用いて差圧計によって計測した．これらに加え，

排水量，体積変化などをコンピュータで自動計測し，

応力，ひずみを自動制御することで試験を行った． 
試験過程 次のような過程を経て行われた． 

（１）等方圧密過程：所定の平均有効主応力 p’で圧

密した．圧密時間は 3t 法より決定した． 
（２）不飽和化過程：二重負圧法により飽和した供

試体に対し，セラミックディスクを用いた加圧板法

により，サクション，基底応力一定条件のもと不飽

和化を行った．脱水時間は，3t 法に従った(Fig.1)． 
（３）せん断過程：最大主応力方向α=45°，中間

主応力係数 b=0.5 の条件のもと，一定せん断ひずみ

速度（0.0012%/min）でせん断した． 
 
3. 試験結果と考察 

サクションの影響 pnet =100kPa 一定で，サクシ

ョン s=0, 100,200kPa と変化させた時の試験結果を，

Fig.2 に示す．Fig.2(a)より，サクションが増加する

ことにより，飽和土の場合より，立ち上がりの傾き

が急になり，破壊に至るまでのひずみεsも小さくな

ることがわかった． 体積変化特性(Fig.2(b))では，

εsの増加とともに体積は収縮し，破壊時にピークを

迎えたあと膨張を示す．この傾向は，サクションが

変わっても同じであり，体積変化は，サクション増

加につれて膨張的になっていく傾向を示した．破壊

形態を詳細に調べてみると，s=100,200kPa の時は，

せん断面が 45°に近い角度で入っていた．つまりこ

れは，せん断破壊ではなく，引張破壊に近いモード

で破壊していることが推測できる． 
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Fig.2 せん断ひずみと偏差応力，体積ひずみの関係
　　　（サクション変化）
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基底応力（pnet）の影響  pnet による影響を

s=100kPa の場合について，Fig.3 に示す．pnetが小

さいほど強度は小さく，膨張的な挙動を示している

ことがわかる．また，pnet =25～100kPa までと，pnet 
=200～300kPa まででは，破壊モードが異なり，前

者はσ3 がゼロに達しているため引張破壊を，後者

は引張応力が発生していないので，せん断破壊を起

こしていると考えられる． 
 
引張応力状態を考慮した破壊規準 今回得られ

た結果を横軸に平均有効主応力(基底応力)を，縦軸

に偏差応力をとったものにプロットしてみると，

Fig.4 のようになる．サクションの影響は pnet =200
～300kPa では，飽和土の破壊線に対して平行にな

る傾向がみられるものの，pnet =100kPa 以下の結果

では，従来言われている不飽和土の破壊規準に沿わ

ないことがわかる．これらの結果は，いずれも引張

破壊を起こした可能性がある．この破壊モードは，

pnet一定でのせん断試験であるため，σ3の減少過程

で引き起こされたものである．実験条件とσ3=0 を

考慮することにより， pq 3= という関係式が得ら

れ，その式を図示すると，pnet =100kPa 以下での結

果をうまく説明できることがわかる．つまり，若干

の引張応力には耐え得るものの，引張応力が載荷さ

れると即座に破壊する傾向があり，実験的には，σ

3=0 での破壊を仮定しても問題はないと思われる．  
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Fig.3 せん断ひずみと偏差応力，体積ひずみの関係
　　　（基底応力p
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変化）
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４．まとめ 
不飽和粘性土に対して，サクション，ｐnet 一定，

b=0.5 でのせん断試験を行い，引張応力（σ3=0）を

考慮した新しい破壊規準を示すことができた． 
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